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令和４年 内閣府と関係府省との間で調整を⾏った提案（A） 
 
１ ⻑野県発案の提案 

 【計画策定等】 
（１） 豪雪地帯安全確保事業計画の廃止 

⇒ 事業計画策定に係る道府県及び市町村の事務負担の軽減 

 

 令和４年の地⽅からの提案等に関する対応⽅針  

「豪雪地帯安全確保緊急対策交付⾦事業実施要綱」（令３国⼟交通省）において、
道府県が主体となり作成し国⼟交通省に提出することとされている豪雪地帯安全確
保事業計画については、市町村が直接、国⼟交通省に提出することも可能とする⽅向
で検討し、令和４年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

 

（２） 子ども読書活動推進計画の上位計画への統合可能化 
⇒ 地⽅公共団体の事務負担の軽減及び地域の実情にあった子供の読書活動の推進 

 
令和４年の地⽅からの提案等に関する対応⽅針  

都道府県子ども読書活動推進計画（９条１項）及び市町村子ども読書活動推進計画
（９条２項）の策定については、地⽅公共団体の判断により、他の計画をもって代え
ることが可能であることを明確化し、地⽅公共団体に令和４年中に通知する。 

現 ⾏  提案内容 
豪雪地帯安全確保緊急対策交付⾦
事業を実施するにあたり、道府県
が主体となり、市町村が⾏う事業
を取りまとめて計画を作成する必要 
（市町村のみが活用する場合であって

も、道府県が当該計画を作成する必要

があり、市町村と道府県の間の調整に

当たり相互に事務負担が生じる） 

 

豪雪地帯安全確保事業計画の廃止 

現 ⾏  提案内容 

・努⼒義務ではあるものの国が策
定済の地⽅自治体を公表してい
ること等から実質的な義務付け 

・⼩規模自治体では、⼈員不⾜等
から策定が進んでいない 

 
上位計画への包含を可能に 
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【デジタル】 
(３) 国からの「都道府県経由の照会」に関する照会⽅法の⾒直し 

⇒ 都道府県の事務負担の軽減及び業務効率化 

 

令和４年の地⽅からの提案等に関する対応⽅針  

国が地⽅公共団体に対し調査を⾏う場合には、地⽅公共団体の負担軽減の観点か
ら、調査・照会（⼀⻫調査）システムを活用して調査を実施するよう促すため、関係
府省に通知する。 
［措置済み（令和４年 11 月 15 ⽇付け総務省地域⼒創造グループ地域政策課事務連絡）］ 

 

【その他】 
(４) 都道府県が⾏う⼟地改良事業に併せて実施される確定測量の成果に係る認証 

申請の⼿続の⾒直し 
⇒ 申請期間の短期化による事業実施の早期化 

 
 

令和４年の地⽅からの提案等に関する対応⽅針  
都道府県等が⾏う⼟地改良事業の確定測量に係る成果の認証申請（19 条５項）の

⼿続については、現⾏制度では、都道府県知事等から農林⽔産⼤⾂に申請し、農林⽔
産⼤⾂が国⼟交通⼤⾂の承認（19 条７項）を得た上で、その成果を地籍調査の成果
と同⼀の効果があるものとして指定することとしているが、「国⼟調査法第 19 条第
５項の成果の認証に準ずる指定の申請に係る事務取扱い等について」（昭 56 農林⽔
産省構造改善局⻑）を令和４年度中に改正し、令和５年度の申請から、都道府県知事
等から国⼟交通⼤⾂に対して直接申請することも可能とする。 

 

 

 

現 ⾏  提案内容 

国からの「都道府県経由の照会」
について、各市町村の回答を取り
まとめるのに多⼤な時間を要する 

 
単に都道府県が取りまとめるだけの
照会については、調査・照会システ
ムを使用すること 

現 ⾏  提案内容 

国⼟調査成果の申請については、
事業所管⼤⾂（農⽔⼤⾂）を経由
して国⼟交通⼤⾂に認証請求をす
るため、認証までに時間がかかる 

 
県が直接、国⼟交通大臣に認証請求
できるよう、事業所管大臣（農水大
臣）への経由を廃止 
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（５）補助⾦⽀出事務の私⼈委託を可能とする⾒直し 
⇒ 都道府県の事務負担の軽減及び迅速かつ効果的な事業者支援 

 

令和４年の地⽅からの提案等に関する対応⽅針  
私⼈に支出の事務を委託することができる経費（施⾏令 165 条の３第１項）につ

いては、地⽅公共団体等の意⾒を踏まえつつ、地⽅公共団体から要望があった経費に
ついて私⼈に委託することの可否を検討し、令和５年度中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。 

 
(６) 廃校等の公共物の用途変更における基準の明確化 

⇒ 公共物の利活用の促進及び地域コミュニティの維持 

 

令和４年の地⽅からの提案等に関する対応⽅針 

用途地域の制限に適合しない建築物の建築に係る特定⾏政庁による許可（48 条１
項から 14 項）のうち、第⼀種低層住居専用地域等に存する廃校に係る用途変更の許
可については、廃校の利活用の促進に資するよう、他の用途に活用するために許可し
た事例を収集し、地⽅公共団体に令和４年度中に通知する。 

 
 
 
 
 
 

現 ⾏  提案内容 

「補助⾦」は、地⽅自治法の規定に
より、私⼈に支出を委託することが
できる経費の対象外 

 私⼈に⽀出事務を委託することがで
きる経費に「補助⾦」を追加 

現 ⾏  提案内容 

廃校を活用し、コワーキングスペー
ス等を設置したいが、許可基準が示
されておらず、許可が困難 

 
第一種低層住居専用地域におけるコ
ワーキングスペース等の設置に関す
る許可基準の明確化 
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２ 他の地⽅公共団体等との共同提案 
 

No. 提案及び対応⽅針 

１ 

個別規制法に基づく⼟地利用規制変更に起因する⼟地利用基本計画図の変更に係る審
議会への意⾒聴取の廃⽌（共同提案団体︓千葉県、高知県）  
 
⇒【対応⽅針】 

⼟地利用基本計画（９条１項）については、都道府県の事務の効率化のため、令和
４年度中に「国⼟利用計画法に基づく国⼟利用計画及び⼟地利用基本計画に係る運
用指針」（平 29 国⼟交通省国⼟政策局）を改正し、以下の措置を講ずる。 
・⼟地利用基本計画は、国⼟利用計画（都道府県計画）と⼀体のものとして策定する

ことが可能であることを、総合調整機能を発揮した事例と併せて周知する。 
・⼟地利用に関する重要な事項等の調査審議に関する審議会（38 条）の運営につい

ては、類似の審議会等との統合、書面やオンラインによる開催など、地域の実情に
応じた柔軟な対応が可能であることを、先進的な事例と併せて周知する。 

 
 
 
 
 

令和４年 その他の提案（B） 
 
１ 提案団体から改めて⽀障事例等が具体的に⽰された場合等に調整の 

対象とする提案 
 

他の地⽅公共団体等との共同提案 
No. 提案及び対応⽅針 

１ 

保育室等の居室面積に係る基準について、「従うべき基準」から「参酌すべき基準」へ
の変更（須坂市） 
 
⇒ 提案団体から改めて支障事例等が具体的に示された場合等に調整の対象とする 

提案に整理 

 

 


